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議案第１３号 

 

 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の

施行に伴う関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

 

児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に伴う

関係条例の整備に関する条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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児童福祉施設の設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令の施行に

伴う関係条例の整備に関する条例 

 

（さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正） 

第１条 さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年さぬき市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第６条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第６条の２ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保を図るため、放

課後児童健全成事業所ごとに、当該放課後児童健全育成事業所の設備の安全点

検、職員、利用者等に対する事業所外での活動、取組等を含めた放課後児童健

全育成事業所での生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研

修及び訓練その他放課後児童健全育成事業所における安全に関する事項につい

ての計画（以下この条において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計

画に従い必要な措置を講じなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、安全計画について周知するとと

もに、前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の安全の確保に関して保護者との連携

が図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知

しなければならない。 

４ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応

じて安全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第６条の３ 放課後児童健全育成事業者は、利用者の事業所外での活動、取組等

のための移動その他の利用者の移動のために自動車を運行するときは、利用者

の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用者の所在を確実に把握することがで

きる方法により、利用者の所在を確認しなければならない。 

第１２条の次に次の１条を加える。 

（業務継続計画の策定等） 

第１２条の２ 放課後児童健全育成事業者は、放課後児童健全育成事業所ごとに、

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する支援の提供を継続的に実

施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下こ

の条において「業務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

２ 放課後児童健全育成事業者は、職員に対し、業務継続計画について周知する
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とともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施するよう努めなければならない。 

３ 放課後児童健全育成事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要

に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めるものとする。 

第１３条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施する」に改める。 

（さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正） 

第２条 さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年さぬき市条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項中「次条第１項」の次に「、第７条の３第２項」を加える。 

第７条の次に次の２条を加える。 

（安全計画の策定等） 

第７条の２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保を図るため、家庭

的保育事業所等ごとに、当該家庭的保育事業所等の設備の安全点検、職員、利

用乳幼児等に対する事業所外での活動、取組等を含めた家庭的保育事業所等で

の生活その他の日常生活における安全に関する指導、職員の研修及び訓練その

他家庭的保育事業所等における安全に関する事項についての計画（以下この条

において「安全計画」という。）を策定し、当該安全計画に従い必要な措置を

講じなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、職員に対し、安全計画について周知するとともに、

前項の研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。 

３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の安全の確保に関して保護者との連携が

図られるよう、保護者に対し、安全計画に基づく取組の内容等について周知し

なければならない。 

４ 家庭的保育事業者等は、定期的に安全計画の見直しを行い、必要に応じて安

全計画の変更を行うものとする。 

（自動車を運行する場合の所在の確認） 

第７条の３ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の事業所外での活動、取組等の

ための移動その他の利用乳幼児の移動のために自動車を運行するときは、利用

乳幼児の乗車及び降車の際に、点呼その他の利用乳幼児の所在を確実に把握す

ることができる方法により、利用乳幼児の所在を確認しなければならない。 

２ 家庭的保育事業者等は、利用乳幼児の送迎を目的とした自動車（運転者席及

びこれと並列の座席並びにこれらより１つ後方に備えられた前向きの座席以外

の座席を有しないものその他利用の態様を勘案してこれと同程度に利用乳幼児

の見落としのおそれが少ないと認められるものを除く。）を日常的に運行する
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ときは、当該自動車にブザーその他の車内の利用乳幼児の見落としを防止する

装置を備え、これを用いて前項に定める所在の確認（利用乳幼児の降車の際に

限る。）を行わなければならない。 

第１０条中「ときは」の次に「、その行う保育に支障がない場合に限り」を加

え、同条ただし書を削る。 

第１４条第２項中「必要な措置を講ずる」を「、職員に対し、感染症及び食中

毒の予防及びまん延の防止のための研修並びに感染症の予防及びまん延の防止の

ための訓練を定期的に実施する」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（さぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正に伴う経過措置） 

２ この条例の施行の日から令和６年３月３１日までの間、第１条の規定による改

正後のさぬき市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例第６条の２の規定の適用については、同条第１項中「講じなければ」とあるの

は「講ずるよう努めなければ」と、同条第２項中「実施しなければ」とあるのは

「実施するよう努めなければ」と、同条第３項中「周知しなければ」とあるのは

「周知するよう努めなければ」とする。 

（さぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正に伴う経過措置） 

３ 第２条の規定による改正後のさぬき市家庭的保育事業等の設備及び運営に関す

る基準を定める条例第７条の３第２項の規定の適用については、家庭的保育事業

者等において利用乳幼児の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する場合であ

って、当該自動車に同項に規定するブザーその他の車内の利用乳幼児の見落とし

を防止する装置（以下この項において「ブザー等」という。）を備えること及び

これを用いることにつき困難な事情があるときは、令和６年３月３１日までの間、

当該自動車にブザー等を備えないことができる。この場合において、利用乳幼児

の送迎を目的とした自動車を日常的に運行する家庭的保育事業者等は、ブザー等

の設置に代わる措置を講じて利用乳幼児の所在の確認を行わなければならない。 
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議案第１４号 

 

 

さぬき市特定用途制限地域内における建築物等の制限に関する

条例の制定について 

 

 

さぬき市特定用途制限地域内における建築物等の制限に関する条例を別紙のとお

り制定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項

第１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市特定用途制限地域内における建築物等の制限に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい

う。）第４９条の２（法第８８条第２項において準用する場合を含む。）の規定

に基づき、特定用途制限地域内における建築物又は工作物（以下「建築物等」と

いう。）の用途の制限を定めることにより、地域の特性に応じた合理的な土地利

用を図り、もって良好な環境の形成及び保持に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号。以下「令」という。）において使用する用語の例による。 

（適用地域） 

第３条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１項

（同法第２１条第２項において準用する場合を含む。）の規定により市長が告示

をした都市計画に定める特定用途制限地域（以下「特定用途制限地域」とい

う。）に適用する。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 特定用途制限地域内においては、別表第１左欄に掲げる特定用途制限地域

の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる建築物は、建築してはならない。ただ

し、市長が当該地域の良好な環境を害するおそれがないと認め、又は公益上やむ

を得ないと認めて許可した場合においては、この限りでない。 

２ 市長は、前項ただし書の規定による許可をする場合においては、あらかじめ、

さぬき市都市計画審議会の意見を聴かなければならない。 

（基準時） 

第５条 この条例において「基準時」とは、法第３条第２項の規定により前条第１

項の規定の適用を受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続

き前条第１項の規定（同項の規定が改正された場合においては、改正前の規定を

含むものとする。）の適用を受けない期間の始期をいう。 

（既存の建築物に対する制限の緩和） 

第６条 法第３条第２項の規定により第４条第１項の規定の適用を受けない建築物

について、次に定める範囲内において増築、改築、大規模の修繕又は大規模の模

様替えをする場合においては、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわ

らず、第４条第１項の規定は、適用しない。 

(1) 増築又は改築が基準時における敷地内におけるものであり、かつ、増築又は

改築後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対して、そ

れぞれ法第５２条第１項、第２項及び第７項並びに第５３条の規定に適合する
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こと。 

(2) 増築後の床面積の合計は、基準時における床面積の合計の１．２倍を超えな

いこと。 

(3) 増築後の第４条第１項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の床面

積の合計は、基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超えないこ

と。 

(4) 第４条第１項の規定に適合しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器

等の容量による場合においては、増築後のそれらの出力、台数又は容量の合計

は、基準時におけるそれらの出力、台数又は容量の合計の１．２倍を超えない

こと。 

(5) 用途の変更（令第１３７条の１９第２項に規定する範囲内のものを除く。）

を伴わないこと。 

（類似の用途） 

第７条 令第１３７条の１９第３項の規定により定める、法第８７条第３項の規定

によってこの条例の規定を準用する場合における同項第２号に規定する類似の用

途の範囲は、次のとおりとする。 

(1) 次のアからウまでのいずれかに掲げる用途である場合において、それぞれ当

該アからウまでに掲げる用途相互間におけるものであること。 

ア 法別表第２（と）項第３号（１）から（１６）までに掲げる用途 

イ 法別表第２（ぬ）項第３号（１）から（２０）までに掲げる用途 

ウ 法別表第２（る）項第１号（１）から（３１）まで（（１）から（３）ま

で、（１１）及び（１２）中「製造」とあるのは、「製造、貯蔵又は処理」

とする。）に掲げる用途 

(2) 第４条第１項の規定に適合しない事由が原動機の出力、機械の台数又は容器

等の容量による場合においては、用途変更後のそれらの出力、台数又は容量の

合計は、基準時におけるそれらの出力、台数又は容量の合計の１．２倍を超え

ないこと。 

(3) 用途変更後の第４条第１項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の

床面積の合計は、基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超えな

いこと。 

（工作物への準用） 

第８条 第４条から前条（第３号を除く。）までの規定は、工作物について準用す

る。この場合において第４条中「別表第１」とあるのは「別表第２」と、第６条

第２号及び第３号中「床面積の合計」とあるのは「築造面積」と、前条中「令第

１３７条の１９第３項の規定により定める、法第８７条第３項」とあるのは「令

第１４４条の２の４第２項の規定により定める、法第８８条第２項において準用
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する法第８７条第３項」と読み替えるものとする。 

（建築物等の敷地が地域の内外にわたる場合の措置） 

第９条 建築物等の敷地がこの条例の規定による制限を受ける地域の内外にわたる

場合において、当該敷地の過半が当該制限を受ける地域に属するときは、当該建

築物等の全部についてこの条例の規定を適用する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか必要な事項は、規則で定める。 

（罰則） 

第１１条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処する。 

(1) 第４条第１項（第８条において準用する場合を含む。次号において同じ。）

の規定に違反した場合における当該建築物等の建築主又は築造主 

(2) 法第８７条第３項（法第８８条第２項において準用する場合を含む。）にお

いて準用する第４条第１項の規定に違反した場合における当該建築物等の所有

者、管理者又は占有者 

２ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、前項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、そ

の法人又は人に対しても、同項の罰金刑を科する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、この条例の公布後最初に行われる都市計画法第２０条第１項の規

定による特定用途制限地域に係る都市計画の決定の告示の日から施行する。 

（さぬき市手数料条例の一部改正） 

２ さぬき市手数料条例（平成１４年さぬき市条例第５８号）の一部を次のように

改正する。 

別表中４６の項を４７の項とし、３０の項から４５の項までを１項ずつ繰り下

げ、２９の項の次に次のように加える。 

３０ さぬき市特定用途制限地域内における建築物等の制

限に関する条例（令和５年さぬき市条例第  号）

第４条第１項ただし書（第８条において準用する場

合を含む。）の規定による建築等の許可申請 

１件につき ９５，０

００ 

別表第１（第４条関係） 

特定用途制限地域の区分 建築してはならない建築物 

都市機能集積地区 法別表第２（に）項第６号に掲げるもの 

一般居住地区 

(1) 法別表第２（に）項第６号に掲げるもの 

(2) 法別表第２（ほ）項第２号に掲げるもの 

(3) 法別表第２（へ）項第２号に掲げるもの 
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(4) 法別表第２（と）項第３号及び第４号に掲げる

もの 

(5) 法別表第２（り）項第２号に掲げるもの 

(6) 法別表第２（ぬ）項第３号に掲げるもの 

(7) 法別表第２（る）項第１号に掲げるもの 

(8) 個室（これに類するものを含む。）において、

インターネットを利用させ、又は漫画等を閲覧さ

せる役務を提供する業務を営む店舗の用途に供す

る建築物 

別表第２（第８条関係） 

特定用途制限地域の区分 築造してはならない工作物 

都市機能集積地区 

一般居住地区 

(1) 法別表第２（と）項第４号に掲げる用途に供

する工作物（同号及び令１３０条の９に規定す

る危険物のうち同条の表準住居地域の欄に掲げ

る量をこえるもの（同欄に数量の定めがない場

合は、その数量を問わないものとする。）に係

るものに限る。） 

(2) 法別表第２（ぬ）項第３号（１３）又は（１

３の２）に掲げる用途に供する工作物 

(3) 法別表第２（る）項第１号（２１）に掲げる

用途に供する工作物 
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議案第１５号 

 

 

さぬき市へんろ資料館条例の制定について 

 

 

さぬき市へんろ資料館条例を別紙のとおり制定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議決を

求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市へんろ資料館条例 

 

（設置） 

第１条 四国遍路の歴史及び文化（以下「四国遍路文化」という。）に関する資料

を収集し、保管し、及び展示すること等により一般の利用に供するとともに、そ

の調査研究を行い、併せて四国八十八箇所霊場を巡るお遍路さんや四国遍路文化

に関心のある人々、地域住民等による交流の場を提供することにより、四国遍路

文化の普及、発信及び継承に寄与するため、さぬき市へんろ資料館（以下「資料

館」という。）を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 資料館の名称及び位置は、次のとおりとする。 

(1) 名称 さぬき市へんろ資料館 

(2) 位置 さぬき市前山９３６番地３ 

（管理） 

第３条 資料館は、さぬき市教育委員会（以下「教育委員会」という。）が管理す

る。 

（業務） 

第４条 資料館は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 四国遍路文化に関する資料の収集、保管、展示その他の一般の利用に関する

こと。 

(2) 四国遍路文化に関する資料の調査研究に関すること。 

(3) 四国遍路文化に関する体験学習会、講演会、研究会等の開催に関すること。 

(4) 来訪者や地域住民等が四国遍路文化を通じて幅広く交流することができる場

の提供に関すること。 

(5) 前各号に掲げるもののほか、資料館の設置の目的を達成するために必要な業

務に関すること。 

（職員） 

第５条 前条に掲げる業務を行うため、資料館に館長その他必要な職員を置く。 

（利用の制限） 

第６条 教育委員会は、次の各号のいずれかに該当する者について、資料館への入

館を拒み、又は退館させることができる。 

(1) 資料館の秩序を乱し、又はそのおそれがあると認められる者 

(2) 資料館において保管、展示等をする資料又は資料館の施設設備を損傷し、若

しくは滅失し、又はそのおそれがあると認められる者 

(3) 前２号に掲げるもののほか、資料館の管理上支障があると認められる者 

（損害賠償等） 
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第７条 資料館において保管、展示等をする資料又は資料館の施設設備を故意又は

過失により損傷し、又は滅失させた者は、教育委員会の決定に基づきこれを現状

に回復し、又は損害を賠償しなければならない。ただし、教育委員会が特別の理

由があると認めるときは、この限りでない。 

（運営協議会） 

第８条 資料館の円滑な運営を図るため、さぬき市へんろ資料館運営協議会（以下

「協議会」という。）を設置する。 

２ 協議会は、資料館の運営に関し教育委員会の諮問に応ずるとともに、資料館の

業務の円滑な遂行に関して、教育委員会に対し意見を申し出ることができる。 

３ 協議会の委員は、５人以内とし、委員は、学校教育及び社会教育の関係者、家

庭教育の向上に資する活動を行う者、学識経験のある者その他教育委員会が適当

と認める者のうちから教育委員会が委嘱する。 

（委任） 

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部

改正） 

２ さぬき市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（平成

１４年さぬき市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

別表歴史民俗資料館協議会の委員の項の次に次のように加える。 

へんろ資料館運営協議会の委員 日額 ８，０００円 

（さぬき市農村環境改善センター等に関する条例の一部改正） 

３ さぬき市農村環境改善センター等に関する条例（平成１４年さぬき市条例１５

１号）別表第１から別表第３までの規定中さぬき市前山活性化センターの項を削

る。 
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議案第１６号 

 

 

重要文化財旧恵利家住宅条例の一部改正について 

 

 

重要文化財旧恵利家住宅条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の

議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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重要文化財旧恵利家住宅条例の一部を改正する条例 

 

重要文化財旧恵利家住宅条例（平成１４年さぬき市条例第１０１号）の一部を次

のように改正する。 

第１条中「、博物館法（昭和２６年法律第２８５号）第１８条」を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１７号 

 

 

さぬき市障害者就労支援施設条例の一部改正について 

 

 

さぬき市障害者就労支援施設条例の一部を別紙のとおり改正することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議

会の議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市障害者就労支援施設条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市障害者就労支援施設条例（平成２０年さぬき市条例第４９号）の一部を

次のように改正する。 

第２条の表真珠の杜しどの項を削る。 

附 則 

この条例は、令和５年４月１日から施行する。 
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議案第１８号 

 

 

さぬき市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 

さぬき市国民健康保険条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 



32 

さぬき市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市国民健康保険条例（平成１４年さぬき市条例第１２８号）の一部を次の

ように改正する。 

第６条第１項中「４０万８，０００円」を「４８万８，０００円」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日前の出産に係るさぬき市国民健康保険条例第６条の規定に

よる出産育児一時金の額については、なお従前の例による。 
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議案第１９号 

 

 

さぬき市企業立地促進条例の一部改正について 

 

 

さぬき市企業立地促進条例の一部を別紙のとおり改正することについて、地方自

治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１号の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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さぬき市企業立地促進条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市企業立地促進条例（平成２５年さぬき市条例第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

附則第４項中「平成３５年３月３１日」を「令和１０年３月３１日」に改める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第２０号 

 

 

瀬戸・高松広域連携中枢都市圏の形成に係る連携協約の一部変更

について 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の２第１項の規定に基づき、

さぬき市と高松市との間において締結した瀬戸・高松広域連携中枢都市圏の形成に

係る連携協約の一部を別冊のとおり変更することについて、同条第４項の規定に基

づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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議案第２１号 

 

 

第２次さぬき市総合計画後期基本計画について 

 

 

第２次さぬき市総合計画後期基本計画を別冊のとおり策定することについて、さ

ぬき市議会の議決事件に関する条例（平成１６年さぬき市条例第２９号）第２条第

１号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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議案第２２号 

 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備計画について 

 

 

辺地に係る公共的施設の総合整備を行うため、別紙のとおり総合整備計画を策定

することについて、辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等

に関する法律（昭和３７年法律第８８号）第３条第１項の規定に基づき、議会の議

決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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総 合 整 備 計 画 書 

                             香川県 さぬき市 多和辺地 

（辺地の人口 405 人 面積 13.86k ㎡） 

１ 辺地の概況 

(1) 辺地を構成する町又は字の名称  さぬき市多和 

(2) 地域の中心の位置        さぬき市多和兼割９３番地１ 

(3) 辺地度点数           １８０点 

 

２ 公共的施設の整備を必要とする事情 

阿讃の県境に位置する山間へき地であり、市の中心部から離れているため、公共的施

設の整備が遅れており、これらを総合的に整備することにより地域間格差を是正し、地

域の生活環境の向上及び住民の福祉の増進を図る。 

市道については、道路に亀裂や凹みが生じていることから、安全で快適な通行を確保する

ために事業を実施する。 

地域活性化施設については、観光及び産業の振興のため、地域活性化複合施設の改修事業

や機能を向上させるための施設設備整備事業を実施する。 

 

３ 公共的施設の整備計画 

令和５年度から令和７年度まで ３年間 

（単位 千円） 

 

        区  分 

      事 業 

施設名      主体名 

事業費 

財源内訳 一般財源のう

ち辺地対策事

業債の予定額 
特定財源 一般財源 

 

市道改良事業 

 

さぬき市 26,400 0 26,400 26,400 

 

地域活性化施設整

備事業 

 

さぬき市 4,000 0 4,000 4,000 

合   計 30,400 0 30,400 30,400 
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議案第２３号 

 

 

さぬき市大串半島活性化基本構想の一部変更について 

 

 

さぬき市大串半島活性化基本構想の一部を別冊のとおり変更することについて、

さぬき市議会の議決事件に関する条例（平成１６年さぬき市条例第２９号）第２条

第３号の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和５年２月２２日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 


